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歳
入
全
体
の
36
％
を
占
め
る
自
主
財

源
は
、
個
人
市
民
税
（
所
得
割
）
が
増

加
し
、
市
民
税
全
体
で
２・
７
％
の
増

と
な
り
ま
し
た
が
、
固
定
資
産
税
が

減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
、
市
税
は
１
・

２
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
後

年
度
の
負
担
軽
減
の
た
め
減
債
基
金
を

４
億
２
千
万
円
、
特
定
目
的
基
金
か
ら

９
億
４
，
６
１
８
万
円
を
取
り
崩
し
ま

し
た
が
、
病
院
建
設
準
備
基
金
の
取
り

崩
し
が
大
き
か
っ
た
前
年
度
と
比
べ
、

繰
入
金
は
12
・
５
％
の
減
と
な
り
ま

し
た
。
自
主
財
源
全
体
と
し
て
は
９
，

　
平
成
24
年
度
の
決
算
規
模
は
、
歳
入
が
２
８
７
億
５
，
９
０
８
万
円
で
、
前
年

度
と
比
べ
て
10
億
５
，
９
９
６
万
円
（
３・
６
％
）
の
減
、
歳
出
が
２
７
４
億
５
，

８
８
３
万
円
で
、
前
年
度
と
比
べ
て
８
億
７
，
３
９
０
万
円
（
３・
１
％
）
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
の
減
少
は
、
市
民
病
院
本
体
工
事
を
実
施
し
て
い
た
平
成
23
年
度
に
比
べ
病

院
建
設
準
備
基
金
繰
入
金
や
、
病
院
整
備
事
業
債
が
減
と
な
っ
た
ほ
か
、
国
の
経
済

対
策
交
付
金
等
の
減
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。
歳
出
の
減
少
は
、
補
助
費
等
の
う
ち

病
院
会
計
負
担
金
な
ど
が
大
幅
に
減
少
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

０
１
２
万
円（
０・９
％
）の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
歳
入
全
体
の
64
％
を
占
め

る
依
存
財
源
で
は
、
地
方
交
付
税
が

１
億
１
，
９
０
０
万
円
（
１・
０
％
）

の
増
と
な
っ
た
も
の
の
、
国
の
経
済
対

策
や
、
防
災
無
線
整
備
事
業
の
事
業
費

が
大
き
か
っ
た
前
年
度
に
比
べ
国
庫
支

出
金
が
大
幅
減
少
し
た
ほ
か
、
病
院

整
備
事
業
に
伴
う
市
債
の
大
幅
な
減

な
ど
に
よ
り
、
依
存
財
源
全
体
で
は

11
億
５
，
０
０
７
万
円
（
５・
９
％
）

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

決算
報告

平成24年度

実
質
収
支
８
億
９
千
万
円
の
黒
字

さ
ら
な
る
自
主
財
源
の

確
保
が
必
要

歳
入

　
歳
出
全
体
の
44
・
９
％
を
占
め
る
義

務
的
経
費
は
、
障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ

ス
給
付
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
扶
助

費
が
３
．
８
％
増
加
し
て
い
ま
す
が
、

公
債
費
の
減
少
に
よ
り
、
１
億
３
，

９
５
２
万
円
（
１・
１
％
）
の
増
に
と

ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
全
体
の
23
・
８
％
を
占
め
る
一

般
行
政
経
費
は
、
補
助
費
等
に
含
ま
れ

る
病
院
整
備
事
業
に
伴
う
病
院
事
業
会

計
へ
の
負
担
金
が
大
幅
に
減
額
と
な
っ

た
こ
と
か
ら
、
17
億
５
，
１
３
３
万
円

（
21
・
２
％
）
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
は
、
国
庫
補
助
を
受
け

て
実
施
す
る
建
設
事
業
が
22
・
０
％

の
大
幅
な
減
と
な
り
ま
し
た
が
、
単

独
事
業
、
災
害
復
旧
事
業
な
ど
が

13
・
５
％
の
増
と
な
り
、
全
体
事
業
費

は
、
37
億
９
，
５
７
３
万
円
で
、
２
，

３
５
５
万
円
（
０・
６
％
）
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

　
積
立
金
は
、
財
政
調
整
基
金
や
公

共
施
設
整
備
基
金
へ
の
積
立
を
行
い
、

８
億
４
，１
１
６
万
円（
２
０
７・１
％
）

の
増
と
な
り
ま
し
た
。
繰
出
金
は
、
介

護
保
険
に
対
し
て
若
干
増
額
と
な
っ
た

も
の
の
、
国
保
や
後
期
高
齢
者
医
療
、

下
水
道
に
対
す
る
も
の
は
減
額
し
て
お

り
、全
体
で
は
７
，６
６
９
万
円
（
２・

１
％
）
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

義
務
的
経
費
の
抑
制
が
課
題

歳
出

○人件費
　職員の給与、議員の報酬などの経費
○扶助費
　社会保障などに必要な経費
○公債費
　借金返済のための経費
○物件費
　消耗品や備品の購入、委託料などの経費
○維持補修費
　施設の維持補修のための経費
○補助費等
　各種団体への補助金や負担金などの
経費
○投資的経費
　公共施設の整備、改修に要する経費
○積立金
　将来の財源不足や支出に備えて積み
立てる経費
○繰出金
　特別会計へ支出するための経費

※おことわり
表やグラフの金額は、１万円未満の
端数処理をしていないため、合計が
一致しない場合があります。

0

200

250

300

350

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

単位：億円

決算規模の推移

歳入
歳出

0

200

250

300

350

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

単位：億円

295.4 287.6

248.2 258.3
277.8

294.0 298.2 287.6

284.2
274.0

240.0 247.2
267.2

282.2 283.3 274.6

決算規模の推移

歳入
歳出

29
5.
4

28
7.
6

24
8.
2

25
8.
3

27
7.
8

29
4.
0

29
8.
2

28
7.
6

28
4.
2

27
4.
0

24
0.
0

24
7.
2

26
7.
2

28
2.
2

28
3.
3

27
4.
6


